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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（1）最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 売上高にはその他の営業収入を含めて記載しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

４ 第58期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自 平成16年 
１月１日 

至 平成16年 
６月30日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
６月30日 

自 平成16年 
１月１日 

至 平成16年 
12月31日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
12月31日 

売上高 （百万円） 47,467 48,212 53,118 100,546 101,533 

経常利益 （百万円） 2,205 1,771 1,767 6,155 5,014 

中間(当期)純利益 （百万円） 1,382 1,364 695 4,896 3,395 

純資産額 （百万円） 46,149 50,717 54,865 49,677 53,336 

総資産額 （百万円） 88,552 81,844 84,391 83,315 84,578 

１株当たり純資産額 （円） 1,127.95 1,240.65 1,294.67 1,214.70 1,305.30 

１株当たり中間(当期)

純利益 
（円） 33.78 33.38 17.01 119.67 83.07 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 
（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 52.1 62.0 62.7 59.6 63.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 4,872 3,390 1,503 3,076 6,260 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △2,281 56 △1,654 △5,467 △2,071 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △1,421 △3,273 △3,266 △2,037 △7,127 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
（百万円） 19,184 13,762 7,371 13,588 10,789 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

2,312 

(7,910) 

2,169 

(8,137) 

2,695 

(8,798) 

2,252 

(8,309) 

2,463 

(8,577) 



（2）提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 売上高にはその他の営業収入を含めて記載しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

４ 第57期の１株当たり配当額20円は、特別配当10円を含んでおります。 

５ 当社は、平成17年７月１日付で、会社分割を行い持株会社制へと移行いたしました。従いまして、第57期以

降の主要な経営指標等は第56期以前と比較して大きく変動しております。 

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自 平成16年 
１月１日 

至 平成16年 
６月30日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
６月30日 

自 平成16年 
１月１日 

至 平成16年 
12月31日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
12月31日 

売上高 （百万円） 35,398 33,409 4,645 72,343 37,584 

経常利益 （百万円） 1,311 613 587 3,552 409 

中間(当期)純利益又は

中間(当期)純損失(△) 
（百万円） 581 △1,368 385 2,888 △1,357 

資本金 （百万円） 13,676 13,676 13,676 13,676 13,676 

発行済株式総数 （株） 42,336,189 42,336,189 42,336,189 42,336,189 42,336,189 

純資産額 （百万円） 45,801 46,431 46,285 48,122 47,029 

総資産額 （百万円） 77,977 68,020 58,992 71,753 65,178 

１株当たり純資産額 （円） 1,119.43 1,135.80 1,132.79 1,176.68 1,150.97 

１株当たり中間(当期)

純利益又は中間(当期)

純損失(△) 

（円） 14.21 △33.46 9.42 70.60 △33.20 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 
（円） ― ― ― ― ― 

１株当たり中間(年間)

配当額 
（円） 0.00 0.00 0.00 10.00 20.00 

自己資本比率 （％） 58.7 68.3 78.5 67.1 72.2 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

1,692 

(5,618) 

1,537 

(5,888) 

99 

(259) 

1,598 

(5,831) 

139 

(3,319) 



２【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社19社及び関連会社２社で構成され、外食事業、食品事

業、機内食事業及びホテル事業を主な内容として、事業活動を展開しております。 

 当中間連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。なお、㈱テンコーポレーションは、当中間連

結会計期間において株式公開買付による株式の追加取得を行い、併せて平成18年６月22日に役員異動が行われたこと

により、持分法適用関連会社から支配力基準による連結子会社に異動になりました。 

４【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

（2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

２ 従業員数が前期末に比べ40名減少し、臨時従業員数が前事業年度に比べ3,060名減少しましたのは、主とし

て平成17年７月１日に会社分割を行ったことによるものであります。 

（3）労働組合の状況 

 労使関係について、特に記載すべき事項はありません。 

  平成18年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

外食事業 
2,101 

（8,008） 

食品事業 
227 

（400） 

機内食事業 
181 

（182） 

ホテル事業 
48 

（174） 

全社（共通） 
138 

（34） 

合計 
2,695 

（8,798） 

  平成18年６月30日現在

従業員数（人） 
99 

（259） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、原油価格の高騰などマイナス要素はあるものの、企業収益の改善やそれに

伴う設備投資の増加、さらに個人消費の回復等により景気は回復基調にあると考えております。特に個人消費にお

いては「高くても良質な商品」を求める傾向が強まりつつあり、今後も底堅く推移するものと考えております。 

 当飲食業界におきましては、こうした景気回復への動きが見え始めたといえる一方、天候不順の影響等もあり外

食業界全体の回復は遅れております。さらに同業他社との競争も激化しており、引き続き経営環境は楽観視できな

い状況にあります。 

 このような環境の下、当社グループにおきましては、持株会社制移行後２年目に入り事業分社及び地域分社が、

それぞれの特徴を生かしながらグループ企業価値の増大に努めてまいりました。また、経営の効率化を追求する一

方で、飲食企業としての社会的責任を果たすべく、「原産地表示」「食育活動」「食品のリサイクル」「ユニセフ

への協力」「点字メニューブックの設置」等のＣＳＲを意識した取り組みに注力してまいりました。 

 また、当中間連結会計期間におきましては、昨年度実施したＭ＆Ａ対象企業の貢献により、売上高が伸張してお

りますが、依然収益性の向上は途上にあります。 

 この結果、当中間連結会計期間において、売上高は53,118百万円（前年同期比＋10.2％）、営業利益は1,527百

万円（前年同期比△2.7％）、経常利益は1,767百万円（前年同期比△0.2％）、中間純利益は695百万円（前年同期

比△49.1％）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績については、次のとおりであります。 

（外食事業） 

 当社グループの基幹である当事業におきましては、ファミリーレストランチェーン「ロイヤルホスト」を中心

に、空港ビル・高速道路サービスエリア・大規模展示場・オフィスビル・百貨店等においてそれぞれの目的に応じ

た各種飲食業態を展開しております。 

 ロイヤルホストでは各地域の嗜好に合った分社独自のメニューを提供するとともに、全国共通のメニューでは

「キッチン12ヶ月」として、毎月メニューを入れ替えることに挑戦しております。さらに「原産地表示」をシズラ

ー・ロイヤルホスト・高速道路レストラン・給食事業等に展開し、お客様の「安心・安全」に対する意識の高まり

に応えております。 

 こうした取り組みに加えて、昨年からのＭ＆Ａ等による影響もあり、売上高は43,689百万円（前年同期比＋

11.6％）と伸張しましたが収益性の改善は途上にあり、営業利益は749百万円（前年同期比△7.7％）となりまし

た。 

（食品事業） 

 コンビニエンスストア及び当社グループ外の飲食企業への出荷は好調に推移したものの、アイスクリームが冬場

の低温と初夏の天候不順により低調な推移に終りました。また当中間連結会計期間に、不採算であった洋菓子工場

を閉鎖するなど収益性の向上に努めました。 

 この結果、売上高は3,109百万円（前年同期比△0.6％）となり、営業利益は202百万円（前年同期比＋55.2％）

となりました。 

（機内食事業） 

 ビジネス・レジャーによる航空機利用の需要は堅調に推移しているものの、原油高がもたらす燃料価格高騰の影

響による航空会社のリストラ等により、当事業の売上と利益はマイナスの影響を受けております。さらに、当社グ

ループ機内食搭載路線の一部運休等もあり、売上高は2,920百万円（前年同期比△3.9％）、営業利益は495百万円

（前年同期比△12.0％）となりました。 

（ホテル事業） 

 「人と自然にやさしい、常にお客さまのために進化するホテル」を事業コンセプトに「ロイネットホテル」の全

国展開を行っております。当中間連結会計期間におきましては、２月にロイネットホテル仙台に、機能的に快適性

を追求した「コンフォートフロア」を増床オープン、５月に「リッチモンドホテル東京目白」を系列ホテルとして

リニューアルオープン、同月「ロイネットホテル札幌駅前」を開業するなど、積極的な事業展開を行っておりま

す。また、既存ホテルにおきましては、お客様から引き続き高い支持をいただき、高稼働率を実現しております。

 この結果、売上高は3,398百万円（前年同期比＋16.7％）となり、営業利益は550百万円（前年同期比＋12.8％）

と好調に推移いたしました。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前中間連結会計期間末に比べ6,390百万円（△46.4％）減

少し、当中間連結会計期間末には、7,371百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは1,503百万円であり、前中間連結会計期間に比べ収

入が1,886百万円減少（△55.7％）しております。これは、主に法人税等の支払額が増加したことなどによるもの

です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは△1,654百万円であり、前中間連結会計期間に比べ

支出が1,710百万円増加しております。これは、主に店舗敷金などの差入保証金の回収（純額）による収入が減少

したことのほか、投資有価証券の取得による支出の増加などによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは△3,266百万円であり、前中間連結会計期間に比べ

支出が６百万円減少（△0.2％）しております。これは、短期借入金の返済（純額）が減少した一方、配当金の支

払が増加したことなどによるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は製造原価によっております。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

（2）受注実績 

 当社グループは、主に販売計画に基づいて生産計画を立てて生産しております。 

 一部受注生産を行っておりますが、受注高及び受注残高の金額に重要性はありません。 

（3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

食品事業 4,865 100.5 

計 4,865 100.5 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

外食事業 43,689 111.6 

食品事業 3,109 99.4 

機内食事業 2,920 96.1 

ホテル事業 3,398 116.7 

計 53,118 110.2 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、㈱テンコーポレーションが新たに連結子会社となったことにより、同社のレストラ

ン店舗等が新たに当社グループの主要な設備となりました。その設備の状況は、次のとおりであります。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備計画の変更 

 当中間連結会計期間において、重要な設備計画の変更はありません。 

（2）重要な設備計画の完了 

 前連結会計年度に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に終了したものは、次のとおりでありま

す。 

 （注） 金額には消費税等は含まれておりません。 

（3）重要な設備の除却等計画の完了 

 前連結会計年度に計画していた設備除却等のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりでありま

す。 

㈱テンコーポレーション  

事業所名 

（所在地） 

事業の種類別セ

グメントの名称 

設備の種類別の帳簿価額（百万円） 

従業員数 

(人) 
店舗数 土地 

(面積㎡) 

建物 

及び構築物 

機械装置 

及び運搬

具 

工具器具 

及び備品 
合計 

レストラン店舗他 

（東京都台東区他） 
外食事業 ― 1,868 37 36 1,941 223 117 

会社名 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

地区 店舗数 

設備の種類別の帳簿価額（百万円） 

完了年月 
土地 

（面積㎡） 
建物 

及び構築物 
機械装置 
及び運搬具 

工具器具 
及び備品 

合計 

ロイヤル㈱ 外食事業 関東地区 3 ― 105 ― 72 178 平成18年２月 

ロイヤル九州㈱ 外食事業 九州地区 2 ― 8 ― 43 51 平成18年３月 

ロイヤル空港レス

トラン㈱ 
外食事業 関西地区 1 ― 42 ― 41 83 平成18年２月 

アールエヌティー

ホテルズ㈱ 
ホテル事業 北海道地区 1 ― 18 ― 23 41 平成18年５月 

アールエヌティー

ホテルズ㈱ 
ホテル事業 東北地区 1 ― 9 ― 11 21 平成18年２月 

― 合計 ― 8 ― 185 ― 191 376 ― 

会社名 事業の種類別セグメントの名称 地区 店舗数 

ロイヤル㈱ 外食事業 関東地区 1 

ロイヤル㈱ 外食事業 東北地区 1 

ロイヤル㈱ 外食事業 九州地区 2 

ロイヤル九州㈱ 外食事業 九州地区 1 

― 合計 ― 5 



（4）重要な設備の新設等 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

 （注）１ 今後の所要金額370百万円につきましては、自己資金でまかなう予定であります。 

    ２ 金額には消費税等は含まれておりません。 

（5）重要な設備の除却等 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等は、次のとおりであります。 

 なお、上記店舗については、店舗閉鎖の意思決定時において設備の帳簿価額について所要の減損損失を計上するとともに、閉鎖により

見込まれる店舗撤退関連損失額を店舗撤退損失引当金として16百万円計上しております。 

会社名 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

地区 店舗数 
予算金額 
（百万円）

既支払額 
（百万円）

今後の 
所要金額 
（百万円）

着手年月 完成予定年月 増加能力 

ロイヤル㈱ 外食事業 関東地区 1 2 ― 2 平成18年９月 平成18年９月 
5.5㎡ 

―席 

ロイヤル九州㈱ 外食事業 九州地区 2 130 ― 130 平成18年６月 平成18年９月 
1,268.4㎡ 

305席 

ロイヤル関西㈱ 外食事業 関西地区 1 80 ― 80 平成18年７月 平成18年９月 
197.8㎡ 

91席 

㈱カフェクロワッ

サン 
外食事業 関東地区 1 26 ― 26 平成18年10月 平成18年11月 

87.2㎡ 

60席 

㈱伊勢丹ダイニン

グ 
外食事業 関東地区 1 50 ― 50 平成18年11月 平成18年11月 

39.8㎡ 

―席 

㈱テンコーポレー

ション 
外食事業 関東地区 2 82 ― 82 平成18年10月 平成18年12月 

145.2㎡ 

39席 

― 合計 ― 8 370 ― 370 ― ― 
1,744.0㎡ 

495席 

会社名 事業の種類別セグメントの名称 地区 店舗数 

ロイヤル㈱ 外食事業 九州地区 1 

― 合計  ― 1 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 定款での定めは次のとおりであります。 

「当会社の発行する株式の総数は12,000万株とする。 

但し、株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減じる。」 

なお、株式の消却が行われた場合の定めは、会社法施行日前の消却にかかるものであります。 

②【発行済株式】 

（2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 120,000,000 

計 120,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 

（平成18年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年９月19日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 42,336,189 42,336,189 

東京証券取引所 

市場第一部 

福岡証券取引所 

― 

計 42,336,189 42,336,189 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成18年１月１日～ 

平成18年６月30日 
― 42,336,189 ― 13,676 ― 23,936 



（4）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記のほか、自己株式が1,476千株（3.49％）あります。 

２ 前事業年度末に大株主であったキルロイ貿易株式会社は、当中間会計期間中において合併により解散し、合

併存続会社として当社株式を承継したキルロイ興産株式会社が、当中間会計期間末における大株主となりま

した。 

３ コカ・コーラウエストジャパン株式会社は、平成18年７月１日にコカ・コーラウエストホールディングス株

式会社に商号変更しております。 

（5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式57株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権の数50

個）含まれております。 

  平成18年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

キルロイ興産株式会社 福岡市博多区那珂三丁目28-5 3,444 8.14 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目8-11 2,605 6.15 

江頭憲子 福岡市早良区 1,675 3.96 

財団法人江頭外食産業及びホ

テル産業振興財団 
福岡市博多区那珂三丁目28-5 1,452 3.43 

株式会社ダスキン 大阪府吹田市豊津町一丁目33 1,400 3.31 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11-3 1,223 2.89 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目6-6 1,114 2.63 

榎本重彦 福岡市早良区 1,000 2.36 

コカ・コーラウエストジャパ

ン株式会社 
福岡市東区箱崎七丁目9-66 962 2.27 

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前三丁目1-1 955 2.26 

計 ― 15,832 37.40 

  平成18年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    1,476,200
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式   40,822,100 408,221 ― 

単元未満株式 普通株式       37,889 ― 
１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数 42,336,189 ― ― 

総株主の議決権 ― 408,221 ― 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいての役員の異動はありません。 

  平成18年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数の 
合計 
（株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

（自己保有株式） 

ロイヤルホールデ

ィングス株式会社 

福岡市博多区那珂

三丁目28-5 
1,476,200 ― 1,476,200 3.49 

計 ― 1,476,200 ― 1,476,200 3.49 

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 1,835 1,955 1,925 1,925 1,938 1,882 

最低（円） 1,620 1,674 1,704 1,842 1,851 1,679 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30

日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

（1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※１   13,762 7,371   10,789 

２ 受取手形及び売掛金 ※２   3,318 3,884   4,469 

３ 有価証券     ― 300   ― 

４ たな卸資産     2,117 2,237   2,223 

５ 繰延税金資産     816 906   795 

６ その他     2,063 2,926   3,239 

７ 貸倒引当金     △14 △11   △13 

流動資産合計     22,063 27.0 17,615 20.9   21,503 25.4

Ⅱ 固定資産          

(1）有形固定資産          

１ 建物及び構築物 ※１ 44,921  48,745 45,416   

減価償却累計額   31,560 13,360 33,772 14,972 32,095 13,320 

２ 機械装置 
及び運搬具 

  8,369  8,686 8,266   

減価償却累計額   7,044 1,325 7,395 1,291 6,928 1,338 

３ 工具器具及び備品   18,167  18,451 18,174   

減価償却累計額   15,072 3,095 15,124 3,327 15,027 3,147 

４ 土地 ※１   12,781 12,692   12,712 

５ 建設仮勘定     114 22   31 

有形固定資産合計     30,677 37.5 32,305 38.3   30,550 36.1

(2）無形固定資産          

１ 連結調整勘定     167 1,782   958 

２ その他     440 702   592 

無形固定資産合計     607 0.7 2,485 2.9   1,550 1.9

(3）投資その他の資産          

１ 投資有価証券 ※１   6,083 6,577   8,043 

２ 長期貸付金     38 31   35 

３ 差入保証金     20,461 23,543   20,936 

４ 繰延税金資産     1,549 1,488   1,566 

５ その他     755 634   692 

６ 貸倒引当金     △391 △290   △300 

投資その他の 
資産合計 

    28,495 34.8 31,985 37.9   30,973 36.6

固定資産合計     59,780 73.0 66,775 79.1   63,075 74.6

資産合計     81,844 100.0 84,391 100.0   84,578 100.0 

           

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金 ※２   3,722 4,201   4,341 

２ 短期借入金     13,190 10,810   11,186 

３ 一年内返済 
長期借入金 

※１   2,092 2,869   2,261 

４ 未払法人税等     684 757   1,765 

５ ポイントカード 
引当金 

    231 220   224 

６ 株主優待費用引当金     ― 102   ― 

７ 店舗撤退損失引当金     40 38   56 

８ 工場解体費用引当金     366 ―   ― 

９ その他 ※１   6,158 6,449   7,063 

流動負債合計     26,486 32.4 25,447 30.2   26,898 31.8

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※１   2,474 2,692   1,778 

２ 退職給付引当金     78 248   80 

３ 繰延税金負債     221 190   299 

４ その他     866 946   812 

固定負債合計     3,640 4.4 4,077 4.8   2,970 3.5

負債合計     30,127 36.8 29,525 35.0   29,869 35.3

           

（少数株主持分）          

少数株主持分     999 1.2 ― ―   1,373 1.6

           

（資本の部）          

Ⅰ 資本金     13,676 16.7 ― ―   13,676 16.2

Ⅱ 資本剰余金     23,939 29.3 ― ―   23,942 28.3

Ⅲ 利益剰余金     13,620 16.6 ― ―   15,651 18.5

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    616 0.8 ― ―   1,230 1.5

Ⅴ 自己株式     △1,135 △1.4 ― ―   △1,163 △1.4

資本合計     50,717 62.0 ― ―   53,336 63.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    81,844 100.0 ― ―   84,578 100.0 

         

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本             

１ 資本金     ― ― 13,676 16.2   ― ―

２ 資本剰余金     ― ― 23,942 28.4   ― ―

３ 利益剰余金     ― ― 15,527 18.4   ― ―

４ 自己株式     ― ― △1,166 △1.4   ― ―

株主資本合計     ― ― 51,979 61.6   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等             

  その他有価証券 
評価差額金 

    ― ― 920 1.1   ― ―

評価・換算差額等合計     ― ― 920 1.1   ― ―

Ⅲ 少数株主持分     ― ― 1,965 2.3   ― ―

純資産合計     ― ― 54,865 65.0   ― ―

負債純資産合計     ― ― 84,391 100.0   ― ―

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     47,634 100.0 52,580 100.0   100,411 100.0 

Ⅱ 売上原価     16,203 34.0 17,776 33.8   34,821 34.7

売上総利益     31,431 66.0 34,804 66.2   65,590 65.3

Ⅲ その他の営業収入     577 1.2 537 1.0   1,122 1.1

営業総利益     32,008 67.2 35,342 67.2   66,712 66.4

Ⅳ 販売費及び一般管理費          

１ 従業員給与   12,233  13,765 24,870   

２ 賃借料   6,195  6,714 12,219   

３ その他の経費   12,009 30,439 63.9 13,334 33,814 64.3 24,948 62,038 61.7

営業利益     1,569 3.3 1,527 2.9   4,674 4.7

Ⅴ 営業外収益          

１ 受取利息   23  13 31   

２ 受取配当金   44  63 66   

３ 連結調整勘定償却額   ―  13 ―   

４ 持分法による 
投資利益 

  73  ― 145   

５ 販売協力金収入   50  31 77   

６ その他   158 351 0.7 272 394 0.8 408 729 0.7

Ⅵ 営業外費用          

１ 支払利息   92  54 158   

２ 持分法による 
投資損失 

  ―  25 ―   

３ その他   56 148 0.3 75 154 0.3 230 389 0.4

経常利益     1,771 3.7 1,767 3.4   5,014 5.0

Ⅶ 特別利益          

１ 投資有価証券売却益   104  2 104   

２ 持分法による 
投資利益 

※１ ―  ― 118   

３ 固定資産売却益 ※２ ―     20 ―   

４ 賃貸借契約等 
受取解約金  

  ―  128 ―   

５ 土地収用益    ―  97 ―   

６ 土地売却益   ― 104 0.2 ― 247 0.5 41 265 0.3

           

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅷ 特別損失          

１ 固定資産売廃却損 ※３ 46  115 144   

２ 減損損失 ※４ 331  111 499   

３ 工場解体費用   ―  ― 372   

４ 工場解体費用 
引当金繰入額 

  366  ― ―   

５ 店舗撤退損失 
引当金繰入額 

  14  16 38   

６ 早期解約違約金   127  ― 127   

７ 事業構造再編損失 ※５ ―  ― 120   

８ 過年度株主優待費用 
引当金繰入額 

  ― 886 1.8 112 357 0.7 ― 1,303 1.3

税金等調整前 
中間（当期）純利益 

    989 2.1 1,658 3.2   3,975 4.0

法人税、住民税 
及び事業税 

  520  573 1,710   

法人税等調整額   △1,015 △494 △1.0 250 824 1.6 △1,350 359 0.4

少数株主利益     118 0.2 139 0.3   220 0.2

中間（当期）純利益     1,364 2.9 695 1.3   3,395 3.4

         



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

 中間連結剰余金計算書 

 中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで） 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  23,938   23,938 

Ⅱ 資本剰余金増加高    

自己株式処分差益  1 1 3 3 

Ⅲ 資本剰余金中間期末 

（期末）残高 
 23,939   23,942 

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  12,666   12,666 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

中間（当期）純利益  1,364 1,364 3,395 3,395 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 配当金  408 408 

２ 役員賞与  2 411 2 411 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 

（期末）残高 
 13,620   15,651 

     

 

株主資本 評価・換算差額等 

少数株主 
持分 

純資産 
合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金

評価・ 
換算差額等 
合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
13,676 23,942 15,651 △1,163 52,105 1,230 1,230 1,373 54,709 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当 － － △817 － △817 － － － △817 

利益処分による役員賞与 － － △2 － △2 － － － △2 

中間純利益 － － 695 － 695 － － － 695 

自己株式の取得 － － － △2 △2 － － － △2 

自己株式の処分 － 0 － 0 0 － － － 0 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

－ － － － － △309 △309 591 281 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ 0 △124 △2 △126 △309 △309 591 155 

平成18年６月30日 残高 

（百万円） 
13,676 23,942 15,527 △1,166 51,979 920 920 1,965 54,865 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益   989 1,658 3,975 

減価償却費   1,360 1,333 2,710 

減損損失   331 111 499 

連結調整勘定償却額   23 92 47 

貸倒引当金の増減額（△は減少）   5 △17 17 

株主優待費用引当金の増減額 

（△は減少） 
  ― 102 ― 

受取利息及び受取配当金   △68 △77 △98 

支払利息   92 54 158 

持分法による投資利益   △73 ― △264 

持分法による投資損失   ― 25 ― 

固定資産売却益   ― △20 ― 

固定資産売廃却損   46 115 144 

店舗撤退損失引当金繰入額   14 16 38 

工場解体費用引当金繰入額   366 ― ― 

投資有価証券売却益   △104 △2 △104 

土地売却益   ― ― △41 

売上債権の増減額（△は増加）   934 691 305 

たな卸資産の増減額（△は増加）   △110 11 △139 

仕入債務の増減額（△は減少）   △187 △414 12 

未払金の増減額（△は減少）   △829 △565 △647 

その他   937 △115 284 

小計   3,729 3,001 6,899 

利息及び配当金の受取額   147 145 176 

利息の支払額   △82 △57 △147 

法人税等の還付額   182 27 182 

法人税等の支払額   △585 △1,614 △850 

営業活動によるキャッシュ・フロー   3,390 1,503 6,260 

 



    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

有形固定資産の取得による支出   △1,234 △1,383 △1,945 

有形固定資産の売却による収入   2 26 118 

投資有価証券の取得による支出   △0 △265 △4 

投資有価証券の売却による収入   254 6 254 

関係会社株式の取得による支出   ― ― △892 

連結の範囲の変更を伴う 

子会社株式の取得による支出 
  ― △89 △695 

差入保証金の純増減額（△は増加）   1,074 151 1,597 

店舗撤退等による支出   △26 △67 △77 

その他   △14 △32 △427 

投資活動によるキャッシュ・フロー   56 △1,654 △2,071 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の純増減額（△は減少）   △1,700 △1,336 △5,001 

長期借入れによる収入   ― ― 600 

長期借入金の返済による支出   △1,137 △1,092 △2,263 

自己株式の取得による支出   △25 △2 △56 

配当金の支払額   △408 △817 △408 

少数株主への配当金の支払額   ― △17 ― 

その他   △1 0 3 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △3,273 △3,266 △7,127 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 

（△は減少） 
  173 △3,417 △2,938 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   13,588 10,789 13,588 

Ⅵ 連結の範囲変更に伴う 

現金及び現金同等物の増加額 
  ― ― 139 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
  13,762 7,371 10,789 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社   ９社 

ロイヤル食品㈱、ロイヤル関西

㈱、㈱関西インフライトケイタ

リング、那須高原フードサービ

ス㈱、㈱カフェクロワッサン、

イルフォルノジャパン㈱、エス

シーロイヤル㈱、㈱ドゥ・レス

トランツ・ファン、アールエヌ

ティーホテルズ㈱ 

(1）連結子会社   18社 

ロイヤル㈱、ロイヤル北海道

㈱、ロイヤル九州㈱、ロイヤル

空港レストラン㈱、ロイヤルカ

ジュアルダイニング㈱、ロイヤ

ルマネジメント㈱、ロイヤル食

品㈱、ロイヤル関西㈱、㈱関西

インフライトケイタリング、那

須高原フードサービス㈱、㈱カ

フェクロワッサン、イルフォル

ノジャパン㈱、エスシーロイヤ

ル㈱、㈱ドゥ・レストランツ・

ファン、アールエヌティーホテ

ルズ㈱、㈱伊勢丹ダイニング、

アールアンドケーフードサービ

ス㈱、㈱テンコーポレーション 

 なお、㈱テンコーポレーショ

ンにつきましては、当中間連結

会計期間において株式の追加取

得及び取締役の異動を行い、実

質的に支配していると認められ

る状況となったことにより、当

中間連結会計期間から連結の範

囲に含めております。 

(1）連結子会社   17社 

ロイヤル㈱、ロイヤル北海道

㈱、ロイヤル九州㈱、ロイヤル

空港レストラン㈱、ロイヤルカ

ジュアルダイニング㈱、ロイヤ

ルマネジメント㈱、ロイヤル食

品㈱、ロイヤル関西㈱、㈱関西

インフライトケイタリング、那

須高原フードサービス㈱、㈱カ

フェクロワッサン、イルフォル

ノジャパン㈱、エスシーロイヤ

ル㈱、㈱ドゥ・レストランツ・

ファン、アールエヌティーホテ

ルズ㈱、㈱伊勢丹ダイニング、

アールアンドケーフードサービ

ス㈱ 

 なお、ロイヤル㈱、ロイヤル

北海道㈱、ロイヤル九州㈱、ロ

イヤル空港レストラン㈱、ロイ

ヤルカジュアルダイニング㈱、

ロイヤルマネジメント㈱につき

ましては、当連結会計年度にお

いて当社が会社分割を行い新た

に設立したことにより、㈱伊勢

丹ダイニングにつきましては、

当連結会計年度において株式を

取得したことにより、アールア

ンドケーフードサービス㈱につ

きましては、当連結会計年度に

取締役の異動及び融資の実行を

行い、実質的に支配していると

認められる状況となったことに

より、それぞれ当連結会計年度

から連結子会社に含めておりま

す。 

 (2）非連結子会社  １社 

㈲大濠観光会館 

(2）非連結子会社  １社 

同左 

(2）非連結子会社  １社 

同左 

 （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模会社

であり、総資産、売上高、中間

純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）

等は中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼさないため連結の範

囲より除いております。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模会社

であり、総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）

等は連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないため連結の範囲よ

り除いております。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社数 

２社 

アールアンドケーフードサービ

ス㈱、ジャルロイヤルケータリ

ング㈱ 

(1）持分法適用の関連会社数 

１社 

ジャルロイヤルケータリング㈱ 

 なお、㈱テンコーポレーショ

ンにつきましては、当中間連結

会計期間において株式の追加取

得及び取締役の異動を行い、実

質的に支配していると認められ

る状況となったことにより、当

中間連結会計期間から連結子会

社に含めており持分法の適用範

囲から除いております。 

(1）持分法適用の関連会社数 

２社 

ジャルロイヤルケータリング

㈱、㈱テンコーポレーション 

 なお、㈱テンコーポレーショ

ンにつきましては、当連結会計

年度において株式を取得したこ

とにより、当連結会計年度から

持分法適用の関連会社に含めて

おり、アールアンドケーフード

サービス㈱につきましては、当

連結会計年度に取締役の異動及

び融資の実行を行い、実質的に

支配していると認められる状況

となったことにより、当連結会

計年度から連結子会社に含めて

おり持分法の適用範囲から除い

ております。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 (2）持分法を適用していない会社 

非連結子会社 ㈲大濠観光会館 

関連会社   楽雅楽食品股份 

       有限公司 

(2）持分法を適用していない会社 

同左 

(2）持分法を適用していない会社 

同左 

 （持分法を適用していない理由)

 持分法非適用会社は、それぞ

れ中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等から見て、持分法の

対象から除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範囲か

ら除いております。 

 なお、㈱ジェーズホテルネッ

トワークは、休眠会社であるた

め、持分法の適用から除いてお

ります。 

（持分法を適用していない理由)

 持分法非適用会社は、それぞ

れ中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等から見て、持分法の

対象から除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範囲か

ら除いております。 

（持分法を適用していない理由) 

 持分法非適用会社は、それぞ

れ当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等から見て、持分法の

対象から除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除い

ております。 

 (3）持分法適用の会社の中間決算

日等に関する事項 

 持分法適用会社のうち中間決

算日が中間連結決算日と異なる

会社については、各社の中間会

計期間にかかる中間財務諸表を

使用しております。 

(3）持分法適用の会社の中間決算

日等に関する事項 

 持分法適用会社のうち中間決

算日が中間連結決算日と異なる

会社については、中間連結決算

日に実施した仮決算に基づく財

務諸表を使用しております。 

(3）持分法適用の会社の事業年度

等に関する事項 

 持分法適用会社のうち決算日

が連結決算日と異なる会社につ

いては、連結決算日に実施した

仮決算に基づく財務諸表を使用

しております。 

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は、す

べて６月30日で中間連結決算日と

一致しております。 

 連結子会社のうち、㈱テンコー

ポレーションの中間決算日は９月

30日であり、中間連結財務諸表作

成にあたっては、中間連結決算日

に実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用しております。 

 また、㈱伊勢丹ダイニングにつ

きましては、決算期変更を行って

おり、決算日を３月31日から12月

31日に変更しておりますが、中間

連結財務諸表作成にあたっては、

中間連結決算日に実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用しており

ます。 

 なお、その他の連結子会社の中

間決算日は、すべて６月30日で中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

 連結子会社のうち、㈱伊勢丹ダ

イニングの決算日は３月31日であ

り、連結財務諸表作成にあたって

は、連結決算日に実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用しており

ます。 

 なお、その他の連結子会社の決

算日は、すべて12月31日で連結決

算日と一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

 ａ 満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）によ

っております。 

ａ 満期保有目的の債券 

同左 

ａ 満期保有目的の債券 

同左 

 ｂ その他有価証券 

・時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法によってお

ります。 

(評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定してお

ります。) 

ｂ その他有価証券 

・時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法によってお

ります。 

(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定して

おります。) 

ｂ その他有価証券 

・時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法によっておりま

す。 

(評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しており

ます。) 

 ・時価のないもの 

 移動平均法による原価法に

よっております。 

・時価のないもの 

同左 

・時価のないもの 

同左 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ② たな卸資産 

ａ 製品及び半製品 

 売価還元法による原価法に

よっております。 

② たな卸資産 

ａ 製品及び半製品 

同左 

② たな卸資産 

ａ 製品及び半製品 

同左 

 ｂ 商品 

 総平均法による原価法によ

っております。ただし、直営

売店の商品は、最終仕入原価

法による原価法によっており

ます。 

ｂ 商品 

同左 

ｂ 商品 

同左 

 ｃ 原材料、仕掛品及び貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価

法によっております。 

ｃ 原材料、仕掛品及び貯蔵品 

同左 

ｃ 原材料、仕掛品及び貯蔵品 

同左 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  当社が㈱関西インフライトケ

イタリングへ賃貸中の資産（建

物・構築物・機械装置）につい

ては、定額法によっているほか

は、以下のとおりであります。 

① 有形固定資産 

ａ 建物(建物附属設備を除く) 

平成10年３月以前取得分 

 主として定率法によってお

ります。 

平成10年４月以降取得分 

 定額法によっております。 

ｂ その他の資産 

 主として定率法によってお

り、取得価額が10万円以上20

万円未満の資産については、

３年間で均等償却する方法に

よっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

① 有形固定資産 

  主として定率法（平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては定額法）によっており

ます。 

 ただし、当社が㈱関西イン

フライトケイタリングへ賃貸

中の資産（建物・構築物・機

械装置）及び㈱テンコーポレ

ーションについては、定額法

によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

 当社が㈱関西インフライトケ

イタリングへ賃貸中の資産（建

物・構築物・機械装置）につい

ては、定額法によっているほか

は、以下のとおりであります。 

① 有形固定資産 

ａ 建物(建物附属設備を除く) 

平成10年３月以前取得分 

 主として定率法によってお

ります。 

平成10年４月以降取得分 

 定額法によっております。 

ｂ その他の資産 

 主として定率法によってお

り、取得価額が10万円以上20

万円未満の資産については、

３年間で均等償却する方法に

よっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

 ② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

 ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 退職給付引当金 

 一部の連結子会社の従業員

の退職給付に備えるため、当

中間連結会計期間末における

退職給付債務に基づき計上し

ております。 

② 退職給付引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

 一部の連結子会社の従業員

の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職

給付債務に基づき計上してお

ります。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ③ ポイントカード引当金 

 「ホスピタリティポイント

カード」制度に基づき顧客に

付与されたポイントの使用に

よる費用負担に備えるため、

当中間連結会計期間末におい

て将来使用されると見込まれ

るポイントに対する所要額を

計上しております。 

③ ポイントカード引当金 

同左 

③ ポイントカード引当金 

 「ホスピタリティポイント

カード」制度に基づき顧客に

付与されたポイントの使用に

よる費用負担に備えるため、

当連結会計年度末において将

来使用されると見込まれるポ

イントに対する所要額を計上

しております。 

 ④ 株主優待費用引当金 

―――――― 
④ 株主優待費用引当金 

 株主優待券の利用による費

用負担に備えるため、株主優

待券の利用実績等を基礎に、

当中間連結会計期間末におい

て将来利用されると見込まれ

る株主優待券に対する所要額

を計上しております。  

④ 株主優待費用引当金 

―――――― 

 ⑤ 店舗撤退損失引当金 

 店舗閉鎖に伴い発生する損

失に備えるため、店舗撤退関

連損失見込額を計上しており

ます。 

⑤ 店舗撤退損失引当金 

同左 

⑤ 店舗撤退損失引当金 

同左 

 ⑥ 工場解体費用引当金 

 工場解体に伴い発生する損

失に備えるため、工場解体関

連費用見込額を計上しており

ます。 

⑥ 工場解体費用引当金 

―――――― 
⑥ 工場解体費用引当金 

―――――― 

 (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式を採用してお

ります。 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

同左 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資であります。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資であります。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

―――――― （持分法適用会社の事業年度等に関

する事項） 

 持分法適用会社のうち、中間決算

日が中間連結決算日と異なる会社に

ついては、従来、各社の中間会計期

間にかかる中間財務諸表を使用して

おりましたが、前連結会計年度よ

り、持分法適用会社の損益をより適

切に反映させるため、各社が連結決

算日に実施した仮決算に基づく財務

諸表を使用することに変更しており

ます。 

 なお、前中間連結会計期間におい

ては従来の方法によっております

が、前中間連結会計期間において、

変更後と同じ方法によった場合、経

常利益は27百万円減少し、税金等調

整前中間純利益は91百万円増加する

こととなります。 

（持分法適用会社の事業年度等に関

する事項） 

 持分法適用会社のうち決算日が連

結決算日と異なる会社については、

従来、各社の事業年度にかかる財務

諸表を使用しておりましたが、当連

結会計年度から、各社が連結決算日

に実施した仮決算に基づく財務諸表

を使用することと致しました。この

変更は、当連結会計年度において決

算期の異なる㈱テンコーポレーショ

ンの株式を取得し持分法の適用範囲

に含めたことを契機に見直しを行

い、持分法適用会社の損益をより適

切に連結財務諸表に反映させるため

に行ったものであります。なお、持

分法適用会社の損益のうち、当連結

会計年度に対応しない期間の損益に

ついては、特別利益に計上しており

ます。 

 この変更により、経常利益が３百

万円増加し、税金等調整前当期純利

益が122百万円増加しております。 

 なお、上記基準への変更につきま

しては、当連結会計年度の下半期に

実施しましたので、中間・年度の首

尾一貫性を欠くことになりました

が、これは、仮決算実施の契機とな

る㈱テンコーポレーションの株式取

得が下半期に行われたことによりま

す。 

 上記のとおり、当中間連結会計期

間は従来の基準によっております

が、当連結会計年度と同じ基準によ

った場合には、当中間連結会計期間

において営業外収益に計上した「持

分法による投資利益」は27百万円減

少し、また、持分法適用会社の損益

のうち当中間連結会計期間に対応し

ない期間にかかる「持分法による投

資利益」が特別利益として118百万円

計上されることとなります。これら

の結果、当中間連結会計期間におい

て、当連結会計年度と同じ基準によ

った場合には、経常利益は27百万円

減少し、税金等調整前中間純利益は

91百万円増加することとなります。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

―――――― （株主優待費用引当金） 

 従来、株主優待券にかかる費用

は、利用時に費用処理しておりまし

たが、当中間連結会計期間から、株

主優待券の利用による費用負担に備

えるため、株主優待券の利用実績等

を基礎に、当中間連結会計期間末に

おいて将来利用されると見込まれる

株主優待券に対する所要額を株主優

待費用引当金として計上する方法に

変更しております。 

 この変更は、平成18年１月に実施

した１単元株式数の引き下げに伴

い、より多くの株主に優待券利用が

可能となることを目的として実施し

た株主優待制度の変更を契機に、株

主優待券にかかる会計処理を見直

し、より一層の期間損益計算の適正

化及び財政状態の健全化を図るため

に行ったものであります。 

 この変更により、従来の方法によ

った場合と比較して、営業利益及び

経常利益はそれぞれ10百万円増加

し、税金等調整前中間純利益は102百

万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、（セグメント情報）に記載し

ております。 

―――――― 

      

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は52,900百万円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

―――――― 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間まで独立掲記しておりました「退

職給付費用」（当中間連結会計期間198百万円）について

は、金額の重要性がなくなったため、当中間連結会計期

間より販売費及び一般管理費の「その他の経費」に含め

て表示しております。 

―――――― 

    

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間まで独立掲記しておりました「退

職給付引当金の増減額」（当中間連結会計期間１百万

円）については、金額の重要性がなくなったため、当中

間連結会計期間より営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めて表示しております。 

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間まで財務活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて表示しておりました「少数

株主への配当金の支払額」（前中間連結会計期間５百万

円）につきましては、金額の重要性が増したため、当中

間連結会計期間より独立掲記しております。 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（役員退職慰労引当金） 

 当社は従来、役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づく要

支給額を役員退職慰労引当金として

計上しておりましたが、平成17年２

月17日開催の取締役会において、役

員退職慰労金制度の廃止を決議し、

平成17年３月25日開催の定時株主総

会において、役員の退職時に取締

役、監査役に対し、役員退職慰労金

制度廃止日までの在任期間に応じた

役員退職慰労金を支給することを決

議いたしました。 

 これに伴い、当該総会までの期間

に対応する役員退職慰労金相当額124

百万円に功労加算金４百万円を加え

た129百万円を固定負債の「その他」

として計上しております。 

―――――― （役員退職慰労引当金） 

 当社は従来、役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づく要

支給額を役員退職慰労引当金として

計上しておりましたが、平成17年２

月17日開催の取締役会において、役

員退職慰労金制度の廃止を決議し、

平成17年３月25日開催の定時株主総

会において、役員の退職時に取締

役、監査役に対し、役員退職慰労金

制度廃止日までの在任期間に応じた

役員退職慰労金を支給することを決

議いたしました。 

 これに伴い、当該総会までの期間

に対応する役員退職慰労金相当額124

百万円に功労加算金４百万円を加え

た129百万円を固定負債の「その他」

として計上しております。 

      

（法人事業税における外形標準課税

部分の連結損益計算書の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度か

ら外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告書第12号）に従い法人事業税

の付加価値割及び資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が107百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益が

同額減少しております。 

―――――― （法人事業税における外形標準課税

部分の連結損益計算書の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度か

ら外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

書第12号）に従い法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が151百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益が

同額減少しております。 

      



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年12月31日） 

※１ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

※１ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

※１ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

現金及び預金 

（定期預金） 
3百万円

建物及び構築物 51 

土地 1,449 

投資有価証券 39 

計 1,543百万円

現金及び預金 

（定期預金） 
3百万円

建物及び構築物 43 

土地 1,449 

投資有価証券 39 

計 1,535百万円

現金及び預金 

（定期預金） 
3百万円

建物及び構築物 45 

土地 1,449 

投資有価証券 39 

計 1,537百万円

(2）担保付債務 (2）担保付債務 (2）担保付債務 

一年内返済長期借入金 288百万円

流動負債の「その他」 

（預り金） 
9 

長期借入金 132 

計 429百万円

一年内返済長期借入金 132百万円

流動負債の「その他」

（預り金） 
5 

計 137百万円

一年内返済長期借入金 276百万円

流動負債の「その他」

（預り金） 
10 

計 286百万円

※２    ―――――― ※２    ―――――― ※２ 連結会計年度末日満期手形の会計処理

方法 

     当連結会計年度末日は、金融機関が休

日でありますが、当連結会計年度末日を

期日とする受取手形44百万円及び支払手

形64百万円は、その満期日に決済された

ものとして処理しております。 

  

 ３ 偶発債務 

 アールアンドケーフードサービス㈱の

金融機関からの借入金に対して150百万

円の保証を行っております。 

 ３ 偶発債務 

―――――― 

 ３ 偶発債務 

―――――― 

      

――――――  ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。 

   当中間連結会計期間末における貸出コ

ミットメント契約に係る借入未実行残高

は次のとおりであります。 

―――――― 

 貸出コミットメントの

総額 
5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000百万円

 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１    ―――――― ※１    ―――――― ※１ 連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項の変更に記載のとおり、持分

法適用会社であるジャルロイヤルケータ

リング㈱（３月決算期）については、持

分法適用にあたり、従来は連結決算日か

ら９ヶ月前の同社の事業年度の財務諸表

を使用していましたが、連結決算日に実

施した同社の仮決算に基づく財務諸表を

使用することにしたため、９ヶ月間の期

間損益に対応する持分法損益を特別利益

として処理したものであります。 

  

※２    ―――――― 

  

※２ 固定資産売却益は、主として撤退店舗

の建物附属設備の売却益であります。  

  

※２    ―――――― 

  

※３ 固定資産売廃却損の主なものは、店舗

の閉店や、改修・改装により生じたもの

であり、建物及び構築物売廃却損20百万

円、工具器具及び備品売廃却損８百万円

ほかであります。 

  

※３ 固定資産売廃却損の主なものは、店舗

の閉店や、改修・改装により生じたもの

であり、建物及び構築物売廃却損34百万

円、工具器具及び備品売廃却損60百万円

ほかであります。 

  

※３ 固定資産売廃却損は、主として店舗の

改修・改装により生じたものでありま

す。 

※４ 減損損失 

 当社グループは、当中間連結会計期間

において331百万円の減損損失を計上し

ており、その内容は以下のとおりであり

ます。 

※４ 減損損失 

 当社グループは、当中間連結会計期間

において111百万円の減損損失を計上し

ており、その内容は以下のとおりであり

ます。 

※４ 減損損失 

 当社グループは、当連結会計年度にお

いて減損損失499百万円を計上してお

り、主な内容は次のとおりであります。 

 当社は、資産のグルーピングを店舗、

工場及び賃貸不動産という個別物件単位

で行っております。 

 直営店舗については、不採算が続き、

収益性の見込みもないことにより、零円

まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て計上しております。 

用途 種類 金額 場所 

直営店舗
当社８店
舗及び 
連結子会
社３社 
(５店舗) 

建物及び
構築物 
その他 

217百万円 
  

113百万円 

東京都
新宿区
他  当社グループは、資産のグルーピング

を店舗、工場及び賃貸不動産という個別

物件単位で行っております。 

 上記店舗については、不採算が続き、

収益性回復の見込みもないことにより、

資産グループの帳簿価額全額を減額し、

当該減少額を減損損失として計上してお

ります。 

用途 種類 金額 場所 

連結子会
社１社 
(５店舗) 

建物及び
構築物 
その他 

103百万円 
  

8百万円 

福岡市
他 

 当社は、資産のグルーピングを店舗、

工場及び賃貸不動産という個別物件単位

で行っております。 

 直営店舗については、不採算が続き、

収益性の見込みもないことにより、零円

まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て計上しております。 

用途 種類 金額 場所 

直営店舗 
当社８店
舗及び 
連結子会
社(５社) 
17店舗 

建物及び
構築物 
その他 

334百万円 
  

165百万円 

東京都
新宿区
他 

      

※５    ―――――― ※５    ―――――― ※５ ロイヤル株式会社の製造部門の事業縮

小に伴う割増退職金等であります。 

  



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,386株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少224株は、単元未

満株式の買増請求による売渡であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

該当事項はありません。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数 
（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数 
（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数 
（株） 

当中間連結会計 
期間末株式数 
（株） 

発行済株式         

普通株式 42,336,189 ― ― 42,336,189 

合計 42,336,189 ― ― 42,336,189 

自己株式         

普通株式    （注） 1,475,095 1,386 224 1,476,257 

合計 1,475,095 1,386 224 1,476,257 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成18年３月28日 

定時株主総会 
 普通株式 817 20  平成17年12月31日  平成18年３月29日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

現金及び預金勘定   13,762百万円

現金及び現金同等物   13,762百万円

現金及び預金勘定   7,371百万円

現金及び現金同等物  7,371百万円

現金及び預金勘定   10,789百万円

現金及び現金同等物   10,789百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額及び期末

残高相当額 

    機械装置

及び運搬

具 

(百万円) 

  
工具器具

及び備品 

(百万円) 

  その他

（ソフト

ウェア） 

(百万円) 

  

合計 

(百万円) 

取得価額相

当額 

  
21  2,869  155  3,046

減価償却累

計額相当額 

  
12  1,304  60  1,378

減損損失累

計額相当額 

  
－  51  1  53

中間期末残

高相当額 

  
8  1,513  93  1,615

    

機械装置

及び運搬

具 

(百万円)

 

工具器具

及び備品

(百万円)

 

その他

（ソフト

ウェア）

(百万円)

 
合計 

(百万円)

取得価額相

当額 
  452 2,251 209 2,913

減価償却累

計額相当額 
  267 1,284 92 1,644

減損損失累

計額相当額 
  19 52 1 72

中間期末残

高相当額 
  166 913 115 1,195

   機械装置

及び運搬

具 

(百万円) 

  
工具器具

及び備品 

(百万円) 

  その他

（ソフト

ウェア） 

(百万円) 

  

合計 

(百万円)

取得価額相

当額 

 
20  2,865  151  3,038

減価償却累

計額相当額

 
14  1,553  62  1,630

減損損失累

計額相当額
 ―  52  1  53

期末残高相

当額 

 
6  1,260  87  1,353

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

１年以内 552百万円

１年超 1,151 

計 1,703百万円

１年以内 503百万円

１年超 809 

計 1,313百万円

１年以内 511百万円

１年超 926 

計 1,438百万円

リース資産減損勘定の残高 

53百万円 

リース資産減損勘定の残高 

51百万円 

リース資産減損勘定の残高 

45百万円 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 284百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 
－ 

減価償却費相当額 275 

支払利息相当額 14 

減損損失 53 

支払リース料 229百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 
5 

減価償却費相当額 212 

支払利息相当額 9 

減損損失 － 

支払リース料 560百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 
7 

減価償却費相当額 541 

支払利息相当額 23 

減損損失 53 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への配

分については、利息法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年以内 1,982百万円

１年超 32,518 

計 34,500百万円

１年以内 2,324百万円

１年超 38,813 

計 41,138百万円

１年以内 2,057百万円

１年超 33,006 

計 35,064百万円



（有価証券関係） 

１ 満期保有目的の債券で時価のある有価証券 

２ その他有価証券で時価のある有価証券 

 （注）１ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

２ 「その他有価証券」で、時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、回復する見込みがあ

ると認められる場合を除き、減損処理をしております。 

３ 時価評価されていない主な有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間末（平成17年６月30日） 

  デリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。 

 当中間連結会計期間末（平成18年６月30日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 前連結会計年度末（平成17年12月31日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで） 

 該当事項はありません。 

種類 

前中間連結会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年12月31日） 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円）

中間連結 
貸借対照表
計上額 

（百万円）

時価 
（百万円）

差額 
（百万円）

連結 
貸借対照表 
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円）

国債・地方債等 41 41 0 41 41 0 41 41 0 

計 41 41 0 41 41 0 41 41 0 

種類 

前中間連結会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年12月31日） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円）

中間連結 
貸借対照表
計上額 
（百万円）

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

連結 
貸借対照表 
計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

株式 1,860 2,779 918 2,133 3,577 1,443 1,860 3,822 1,961 

投資法人投資証券 150 267 117 150 253 103 150 254 104 

計 2,010 3,046 1,035 2,283 3,830 1,547 2,010 4,076 2,066 

種類 

前中間連結会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年12月31日） 

中間連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

(1）満期保有目的の債券   

社債 300 300 300 

計 300 300 300 

(2）その他有価証券   

非上場株式 1,570 1,570 1,574 

計 1,570 1,570 1,574 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで） 

 （注）１ 事業区分は、業態及び製品の種類、性質により区分しております。 

２ 各事業区分の主要な内容は、次のとおりであります。 

外食事業……………………レストラン店舗の運営、パン・洋菓子・ケーキの販売 

食品事業……………………業務用食品・市販用デリカ製品等の製造・販売 

機内食事業…………………機内食の調製・搭載 

ホテル事業…………………ビジネスホテルの運営 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（453百万円）の主なものは提出会社の総務

及び経理部門等に係る費用であります。 

当中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで） 

 （注）１ 事業区分は、業態及び製品の種類、性質により区分しております。 

２ 各事業区分の主要な内容は、次のとおりであります。 

外食事業……………………レストラン店舗の運営、パン・洋菓子・ケーキの販売 

食品事業……………………業務用食品・市販用デリカ製品等の製造・販売 

機内食事業…………………機内食の調製・搭載 

ホテル事業…………………ビジネスホテルの運営 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（468百万円）の主なものは提出会社の総務

及び経理部門等に係る費用であります。  

４ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間から、株

主優待券の利用による費用負担に備えるため、株主優待券の利用実績等を基礎に、当中間連結会計期間末に

おいて将来利用されると見込まれる株主優待券に対する所要額を株主優待費用引当金として計上する方法に

変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当中間連結会計期間の「外食事

業」における営業利益が10百万円増加しております。なお、他の事業区分への影響はありません。 

  
外食事業 
（百万円） 

食品事業 
（百万円）

機内食事業
（百万円）

ホテル事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

（1）外部顧客に対する 

売上高 
39,133 3,128 3,039 2,911 48,212 (―) 48,212 

（2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― 4,214 4 51 4,270 (4,270) ― 

計 39,133 7,342 3,043 2,962 52,482 (4,270) 48,212 

営業費用 38,321 7,212 2,480 2,475 50,489 (3,846) 46,642 

営業利益 812 130 562 487 1,992 (423) 1,569 

  
外食事業 
（百万円） 

食品事業 
（百万円）

機内食事業
（百万円）

ホテル事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

（1）外部顧客に対する 

売上高 
43,689 3,109 2,920 3,398 53,118 （―） 53,118 

（2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
7 4,252 4 51 4,315 (4,315) ― 

計 43,696 7,362 2,925 3,449 57,433 (4,315) 53,118 

営業費用 42,947 7,160 2,429 2,899 55,437 (3,846) 51,591 

営業利益 749 202 495 550 1,996 (469) 1,527 



前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで） 

 （注）１ 事業区分は、業態及び製品の種類、性質により区分しております。 

２ 各事業区分の主要な内容は、次のとおりであります。 

外食事業……………………レストラン店舗の運営、パン・洋菓子・ケーキの販売 

食品事業……………………業務用食品・市販用デリカ製品等の製造・販売 

機内食事業…………………機内食の調製・搭載 

ホテル事業…………………ビジネスホテルの運営 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（828百万円）の主なものは提出会社の総務

及び経理部門等に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度に当社は本邦以外の国又は地域に所在する

連結子会社及び重要な海外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度における海外売上高は、連結売上高の10％

未満でありますので、記載を省略しております。 

  
外食事業 
（百万円） 

食品事業 
（百万円）

機内食事業
（百万円）

ホテル事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

（1）外部顧客に対する 

売上高 
81,150 7,716 6,366 6,299 101,533 (―) 101,533 

（2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
9 8,468 8 156 8,642 (8,642) ― 

計 81,159 16,185 6,375 6,456 110,176 (8,642) 101,533 

営業費用 78,525 15,658 5,194 5,398 104,776 (7,917) 96,859 

営業利益 2,634 526 1,180 1,058 5,399 (725) 4,674 



（１株当たり情報） 

 （注）１． １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    ２． １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 1,240円65銭 1,294円67銭 1,305円30銭 

１株当たり中間（当期）純

利益 
33円38銭 17円 1銭 83円 7銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

中間（当期）純利益 （百万円） 1,364 695 3,395 

普通株主に帰属しない

金額 
（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る中間

（当期）純利益 
（百万円） 1,364 695 3,395 

普通株式の期中平均株

式数 
（千株） 40,888 40,860 40,878 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

純資産の部の合計額 （百万円） ― 54,865 ― 

純資産の部の合計額か

ら控除する金額 
（百万円） ― 1,965 ― 

 （うち少数株主持

分） 
（百万円） （―） （1,965） （―） 

普通株式に係る中間期

末（期末）の純資産額 
（百万円） ― 52,900 ― 

中間期末（期末）の普

通株式の数 
（千株） ― 40,859 ― 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 当社は、平成17年７月29日開催の

取締役会において、㈱テン コーポ

レーションの株式を取得することを

決議し、平成17年８月１日付で同社

の発行済株式数の33.29％を取得いた

しました。 

（1）株式取得の理由 

 当社は昭和26年の創業以来、お

客様の信頼にお応えすることによ

り、日本で一番質の高い飲食とホ

スピタリティ企業を目指してまい

りました。その実現のため、当社

は本年７月１日に持株会社とな

り、経営管理機能と事業執行機能

を分離したグループ運営体制へと

移行しております。同体制の下、

事業ポートフォリオの効率的拡大

を達成する方策の一環として、当

社と同一の経営理念を共有するこ

とができる㈱テン コーポレーシ

ョンの株式を取得することといた

しました。 

（2）株式を取得した会社の概要 

名称 

㈱テン コーポレーション 

事業内容 

外食事業（天丼を中心とした

和食店の経営） 

資本金 

433百万円 

（3）株式の取得先 

丸紅㈱ 

（4）取得株式数、取得前後の所有株

式の状況 

取得前の所有株式数 

0株 

取得株式数 

2,317株 

取得後の所有株式数 

2,317株 

取得後の所有割合 

33.29％ 

 当社は、平成18年８月23日開催の

取締役会において、経営環境の変化

に対応した機動的な資本政策を遂行

する目的で、会社法第165条第３項の

規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式

を取得することを決議し、東京証券

取引所のToSTNeT-2（終値取引）にお

ける買付の委託による方法により、

以下のとおり自己株式を取得いたし

ました。 

（1）取得日：平成18年８月30日 

 取得株式総数       226,000株 

 取得価額総額   389,624,000円 

（2）取得日：平成18年９月12日 

 取得株式総数       952,000株 

 取得価額総額 1,628,872,000円 

  

―――――― 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

（1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※２ 10,906  3,475 6,479   

２ 売掛金   1,603  4 22   

３ 有価証券   ―  300 ―   

４ たな卸資産   1,247  40 47   

５ 繰延税金資産   548  425 445   

６ その他   4,211  4,867 6,370   

７ 貸倒引当金   △1  △0 △5   

流動資産合計     18,515 27.2 9,113 15.4   13,360 20.5

Ⅱ 固定資産          

(1）有形固定資産 ※１        

１ 建物 ※２ 11,087  6,168 6,379   

２ 構築物 ※２ 472  33 35   

３ 工具器具及び備品   2,510  311 253   

４ 土地 ※２ 9,861  9,772 9,792   

５ その他   1,008  6 6   

有形固定資産合計   24,939  36.7 16,292 27.7 16,467   25.3

(2）無形固定資産   326  0.5 481 0.8 382   0.6

(3）投資その他の資産          

１ 投資有価証券 ※２ 4,955  5,432 5,990   

２ 関係会社株式   5,345  14,654 13,712   

３ 差入保証金   13,527  12,616 13,192   

４ その他   971  895 2,545   

５ 貸倒引当金   △561  △494 △471   

投資その他の 
資産合計 

  24,238  35.6 33,103 56.1 34,968   53.6

固定資産合計     49,505 72.8 49,878 84.6   51,818 79.5

資産合計     68,020 100.0 58,992 100.0   65,178 100.0 

           

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年６月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金   1,999  209 250   

２ 短期借入金   12,090  8,700 10,250   

３ 一年内返済 
長期借入金 

※２ 768  352 736   

４ 未払法人税等   241  114 280   

５ 未払費用   3,031  840 1,121   

６ ポイントカード 
引当金 

  190  ― ―   

７ 株主優待費用引当金   ―  261 ―   

８ 店舗撤退損失引当金   40  ― ―   

９ その他 ※２ 1,972  1,535 4,660   

流動負債合計     20,334 29.9 12,013 20.3   17,298 26.5

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２ 352  ― ―   

２ 繰延税金負債   221  190 299   

３ その他   681  502 551   

固定負債合計     1,254 1.8 693 1.2   850 1.3

負債合計     21,589 31.7 12,706 21.5   18,149 27.8

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）          

Ⅰ 資本金     13,676 20.1 ― ―   13,676 21.0

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   23,936  ― 23,936   

２ その他資本剰余金   3  ― 5   

資本剰余金合計     23,939 35.2 ― ―   23,942 36.7

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   1,531  ― 1,531   

２ 任意積立金   8,709  ― 8,709   

３ 中間（当期） 
未処理損失（△） 

  △906  ― △895   

利益剰余金合計     9,334 13.8 ― ―   9,345 14.4

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    616 0.9 ― ―   1,229 1.9

Ⅴ 自己株式     △1,135 △1.7 ― ―   △1,163 △1.8

資本合計     46,431 68.3 ― ―   47,029 72.2

負債・資本合計     68,020 100.0 ― ―   65,178 100.0 

           

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本             

１ 資本金     ― ― 13,676 23.2   ― ―

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   ―  23,936 ―   

(2) その他資本剰余金   ―  6 ―   

資本剰余金合計     ― ― 23,942 40.6   ― ―

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   ―  1,531 ―   

(2) その他利益剰余金          

圧縮記帳積立金   ―  475 ―   

別途積立金   ―  6,034 ―   

繰越利益剰余金   ―  872 ―   

利益剰余金合計     ― ― 8,913 15.1   ― ―

４ 自己株式     ― ― △1,166 △2.0   ― ―

株主資本合計     ― ― 45,365 76.9   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等             

  その他有価証券 
  評価差額金 

    ― 920   ― 

評価・換算差額等合計     ― ― 920 1.6   ― ―

純資産合計     ― ― 46,285 78.5   ― ― 

負債純資産合計     ― ― 58,992 100.0   ― ― 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     32,952 100.0 3,093 100.0   36,128 100.0 

Ⅱ 売上原価     11,883 36.1 1,619 52.4   13,548 37.5

売上総利益     21,068 63.9 1,473 47.6   22,580 62.5

Ⅲ その他の営業収入             

１ 関係会社受取配当金 ※１ ―  552 ―   

２ その他 ※２ 457 457 1.4 999 1,552 50.2 1,456 1,456 4.0

営業総利益     21,526 65.3 3,026 97.8   24,036 66.5

Ⅳ 販売費及び一般管理費     21,229 64.4 2,702 87.3   24,122 66.7

営業利益 
又は営業損失（△） 

    296 0.9 323 10.5   △86 △0.2

Ⅴ 営業外収益          

１ 受取利息   40  162 203   

２ 受取配当金   167  63 189   

３ その他の収益   188 396 1.2 110 336 10.9 258 651 1.8

Ⅵ 営業外費用          

１ 支払利息   62  38 105   

２ その他の費用   17 79 0.2 34 72 2.4 48 154 0.5

経常利益     613 1.9 587 19.0   409 1.1

Ⅶ 特別利益 ※３   104 0.3 227 7.3   146 0.4

Ⅷ 特別損失 
※４, 
※５ 

  1,493 4.6 300 9.7   1,551 4.3

税引前中間純利益 
又は税引前中間 
（当期）純損失
（△） 

    △774 △2.4 514 16.6   △995 △2.8

法人税、住民税 
及び事業税 

  76  7 81   

法人税等調整額   517 593 1.8 121 129 4.1 280 362 1.0

中間純利益 
又は中間（当期） 
純損失（△） 

    △1,368 △4.2 385 12.5   △1,357 △3.8

前期繰越利益     461 ―   461 

中間（当期） 
未処理損失（△） 

    △906 ―   △895 

         



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

圧縮記帳
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
13,676 23,936 5 23,942 1,531 475 8,234 △895 9,345 △1,163 45,799 

中間会計期間中の変動額            

剰余金の配当 － － － － － － － △817 △817 － △817 

別途積立金の取崩 － － － － － － △2,200 2,200 － － － 

中間純利益 － － － － － － － 385 385 － 385 

自己株式の取得 － － － － － － － － － △2 △2 

自己株式の処分 － － 0 0 － － － － － 0 0 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の 

変動額（純額） 

－ － － － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額 

合計 

（百万円） 

－ － 0 0 － － △2,200 1,767 △432 △2 △434 

平成18年６月30日 残高 

（百万円） 
13,676 23,936 6 23,942 1,531 475 6,034 872 8,913 △1,166 45,365 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金

評価・換算 
差額等合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
1,229 1,229 47,029 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当 － － △817 

別途積立金の取崩 － － － 

中間純利益 － － 385 

自己株式の取得 － － △2 

自己株式の処分 － － 0 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の 

変動額（純額） 

△309 △309 △309 

中間会計期間中の変動額 

合計 

（百万円） 

△309 △309 △743 

平成18年６月30日 残高 

（百万円） 
920 920 46,285 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

①満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）によっ

ております。 

(1）有価証券 

①満期保有目的の債券 

同左 

(1）有価証券 

①満期保有目的の債券 

同左 

 ②子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によ

っております。 

②子会社株式及び関連会社株式 

同左 

②子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 ③その他有価証券 

・時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法によっております。 

 なお評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定して

おります。 

③その他有価証券 

・時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法によっております。 

 なお評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定して

おります。 

③その他有価証券 

・時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく

時価法によっております。 

 なお評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定して

おります。 

 ・時価のないもの 

 移動平均法による原価法によ

っております。 

・時価のないもの 

同左 

・時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

①製品及び半製品 

 売価還元法による原価法によ

っております。 

(2）たな卸資産 

 最終仕入原価法による原価法

によっております。 

  

(2）たな卸資産 

同左 

  

  

 ②商品 

 総平均法による原価法によっ

ております。ただし、直営売店

の商品については、最終仕入原

価法による原価法によっており

ます。 

  

  

  

  

 ③原材料、仕掛品及び貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法

によっております。 

  

  

  

  

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 当社が㈱関西インフライトケ

イタリングへ賃貸中の資産（建

物・構築物・機械装置）につい

ては、定額法によっているほか

は、以下のとおりであります。 

①建物（建物附属設備を除く） 

平成10年３月以前取得分 

 定率法によっております。 

平成10年４月以降取得分 

 定額法によっております。 

②その他の資産 

 定率法によっており、取得価

額が10万円以上20万円未満の資

産については、３年間で均等償

却する方法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

(1）有形固定資産 

 定率法（平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法）

によっております。 

 ただし、当社が㈱関西インフ

ライトケイタリングへ賃貸中の

資産（建物・構築物・機械装

置）については、定額法によっ

ております。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

(1）有形固定資産 

 当社が㈱関西インフライトケ

イタリングへ賃貸中の資産（建

物・構築物・機械装置）につい

ては、定額法によっているほか

は、以下のとおりであります。 

①建物（建物附属設備を除く） 

平成10年３月以前取得分 

 定率法によっております。 

平成10年４月以降取得分 

 定額法によっております。 

②その他の資産 

 定率法によっており、取得価

額が10万円以上20万円未満の資

産については、３年間で均等償

却する方法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

 (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 (3）長期前払費用 

 均等償却しております。 

 なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）ポイントカード引当金 

 「ホスピタリティポイントカ

ード」制度に基づき顧客に付与

されたポイントの使用による費

用負担に備えるため、当中間会

計期間末において将来使用され

ると見込まれるポイントに対す

る所要額を計上しております。 

(2）ポイントカード引当金 

―――――― 
(2）ポイントカード引当金 

―――――― 

 (3）株主優待費用引当金 

―――――― 
(3）株主優待費用引当金 

 株主優待券の利用による費用

負担に備えるため、株主優待券

の利用実績等を基礎に、当中間

会計期間末において将来利用さ

れると見込まれる株主優待券に

対する所要額を計上しておりま

す。 

(3）株主優待費用引当金 

―――――― 

 (4）店舗撤退損失引当金 

 店舗閉鎖に伴い発生する損失

に備えるため、店舗撤退関連損

失見込額を計上しております。 

(4）店舗撤退損失引当金 

―――――― 
(4）店舗撤退損失引当金 

―――――― 

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により、円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により、円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しており、仮

払消費税等と預り消費税等を相

殺し、流動負債「その他」に含

めて表示しております。 

  

(1）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しており、仮

払消費税等と預り消費税等を相

殺し、流動資産「その他」に含

めて表示しております。 

(1）消費税等の会計処理方法 

  税抜方式を採用しておりま

す。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

―――――― （株主優待費用引当金） 

 従来、株主優待券にかかる費用

は、利用時に費用処理しておりまし

たが、当中間会計期間から、株主優

待券の利用による費用負担に備える

ため、株主優待券の利用実績等を基

礎に、当中間会計期間末において将

来利用されると見込まれる株主優待

券に対する所要額を株主優待費用引

当金として計上する方法に変更して

おります。 

 この変更は、平成18年１月に実施

した１単元株式数の引き下げに伴

い、より多くの株主に優待券利用が

可能となることを目的として実施し

た株主優待制度の変更を契機に、株

主優待券にかかる会計処理を見直

し、より一層の期間損益計算の適正

化及び財政状態の健全化を図るため

に行ったものであります。 

 この変更により、従来の方法によ

った場合と比較して、営業利益及び

経常利益はそれぞれ12百万円増加

し、税引前中間純利益は261百万円減

少しております。 

  

―――――― 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は46,285百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

―――――― 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

（中間損益計算書） 

 前中間会計期間まで営業外収益の「その他の収益」に

含めて表示しておりました受取配当金（前中間会計期間

24百万円）については、重要性が増加したため、当中間

会計期間より独立掲記しております。 

 ―――――― 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（役員退職慰労引当金） 

 当社は従来、役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づく要

支給額を役員退職慰労引当金として

計上しておりましたが、平成17年３

月25日開催の定時株主総会におい

て、役員退職慰労金制度の廃止を決

議するとともに、役員の退職時に取

締役、監査役に対し、役員退職慰労

金制度廃止日までの在任期間に応じ

た役員退職慰労金を支給することを

決議いたしました。 

 これに伴い、当該総会までの期間

に対応する役員退職慰労金相当額124

百万円に功労加算金４百万円を加え

た129百万円を固定負債の「その他」

として計上しております。 

―――――― （役員退職慰労引当金） 

 当社は従来、役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づく要

支給額を役員退職慰労引当金として

計上しておりましたが、平成17年３

月25日開催の定時株主総会におい

て、役員退職慰労金制度の廃止を決

議するとともに、役員の退職時に取

締役、監査役に対し、役員退職慰労

金制度廃止日までの在任期間に応じ

た役員退職慰労金を支給することを

決議いたしました。 

 これに伴い、当該総会までの期間

に対応する役員退職慰労金相当額124

百万円に功労加算金４百万円を加え

た129百万円を固定負債の「その他」

として計上しております。 

      

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度か

ら外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が101百万円増加、営業利益及び経常

利益が同額減少しており、税引前中

間純損失が同額増加しております。 

―――――― （法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度か

ら外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が135百万円増加し、営業損失が同額

増加し、経常利益が同額減少し、税

引前当期純損失が同額増加しており

ます。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度末 
（平成17年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  45,556百万円   8,321百万円   8,050百万円

※２ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

※２ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

※２ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

現金及び預金 

（定期預金） 
3百万円

建物 49 

構築物 2 

土地 1,449 

投資有価証券 39 

計 1,543百万円

現金及び預金 

（定期預金） 
3百万円

建物 43 

構築物 0 

土地 1,449 

投資有価証券 39 

計 1,535百万円

現金及び預金 

（定期預金） 
3百万円

建物 44 

構築物 0 

土地 1,449 

投資有価証券 39 

計 1,537百万円

(2）担保付債務 (2）担保付債務 (2）担保付債務 

一年内返済長期借入金 288百万円

流動負債の「その他」

（預り金） 
9 

長期借入金 132 

計 429百万円

一年内返済長期借入金 132百万円

流動負債の「その他」

（預り金） 
5 

計 137百万円

一年内返済長期借入金 276百万円

流動負債の「その他」

（預り金） 
10 

計 286百万円

 ３ 偶発債務 

(1）下記関係会社の金融機関からの借入金

に対して次のとおり保証を行っておりま

す。 

 ３ 偶発債務 

(1）関係会社である㈱関西インフライトケ

イタリングの金融機関借入金716百万円

について保証を行っております。 

 ３ 偶発債務 

(1）関係会社である㈱関西インフライトケ

イタリングの金融機関借入金964百万円

について保証を行っております。 

㈱関西インフライト 

ケイタリング 
1,111百万円

アールアンドケー 

フードサービス㈱ 
150 

計 1,261百万円

  

(2）関係会社であるアールエヌティーホテ

ルズ㈱の一部の建物の賃貸借契約にかか

る賃借料等について支払保証を行ってお

ります。なお、当中間会計期間末におけ

る賃貸借契約の残存契約期間は９年から

20年であり、月額賃借料総額は53百万円

であります。 

(2）関係会社であるアールエヌティーホテ

ルズ㈱の一部の建物の賃貸借契約にかか

る賃借料等について支払保証を行ってお

ります。なお、当中間会計期間末におけ

る賃貸借契約の残存契約年数は８年から

18年であり、月額賃借料総額は51百万円

であります。 

(2）関係会社であるアールエヌティーホテ

ルズ㈱の一部の建物の賃貸借契約にかか

る賃借料等について支払保証を行ってお

ります。なお、当事業年度末における賃

貸借契約の残存契約年数は８年から18年

であり、月額賃借料総額は51百万円であ

ります。 

      

――――――  ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。 

   当中間会計期間末における貸出コミッ

トメント契約に係る借入未実行残高は次

のとおりであります。 

―――――― 

 貸出コミットメントの

総額 
5,000百万円

借入実行残高  ― 

差引額 5,000百万円

 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１    ―――――― ※１ 関係会社受取配当金 

 平成17年７月１日の持株会社制への移

行を契機に、関係会社からの受取配当金

は「その他の営業収入」に計上しており

ます。  

※１    ―――――― 

※２    ―――――― ※２ 「その他の営業収入」の「その他」の

主な内容  

 「その他の営業収入」の「その他」の

主な内容は、関係会社からのロイヤリテ

ィ収入、家賃収入及びシステム利用料収

入などであります。 

  

※２ 「その他の営業収入」の「その他」の

主な内容  

 「その他の営業収入」の「その他」の

主な内容は、ロイヤリティ収入及び主と

して連結子会社との契約等による家賃収

入、システム利用料収入などでありま

す。  

※３ 特別利益のうち主なもの ※３ 特別利益のうち主なもの ※３ 特別利益のうち主なもの 

投資有価証券売却益 104百万円 賃貸借契約等 

受取解約金 
128百万円

土地収用益 97 

投資有価証券売却益 104百万円

土地売却益 41 

※４ 特別損失のうち主なもの ※４ 特別損失のうち主なもの ※４ 特別損失のうち主なもの 

減損損失 1,157百万円

貸倒引当金繰入額 175 

早期解約違約金 127 

固定資産売廃却損 17 

店舗撤退損失引当金

繰入額 
14 

過年度株主優待費用

引当金繰入額 
274百万円

貸倒引当金繰入額 25 

    

減損損失 1,197百万円

貸倒引当金繰入額 175 

早期解約違約金 127 

固定資産売廃却損 35 

店舗撤退損失引当金

繰入額 
14 

※５ 減損損失 

 当社は、当中間会計期間において

1,157百万円の減損損失を計上してお

り、その内容は以下のとおりでありま

す。 

※５    ―――――― ※５ 減損損失 

 当社は、当事業年度において減損損失

1,197百万円を計上しており、主な内容

は次のとおりであります。 

 当社は、資産のグルーピングを店舗、

工場及び賃貸不動産という個別物件単位

で行っております。 

 工場及び直営店舗４店舗については、

平成17年７月１日の持株会社への移行

後、ロイヤルホールディングス㈱が所有

し子会社へ賃貸することとなった固定資

産のうち、将来の賃貸料収入で投資額の

回収が見込めなくなったものであり、回

収可能価額まで帳簿価額を減額しており

ます。なお、回収可能価額は、正味売却

価額により測定しており、不動産鑑定士

の評価額を基礎としております。 

 直営店舗８店舗については、不採算が

続き、収益性の見込みもないことによ

り、零円まで減額し、当該減少額を減損

損失として計上しております。 

用途 種類 金額 場所 

工場 土地 308百万円 
千葉県
船橋市 

直営店舗 
12店舗 

土地 710百万円 
長野県
松本市
他 

建物 101百万円 

  その他 37百万円 

 

 当社は、資産のグルーピングを店舗、

工場及び賃貸不動産という個別物件単位

で行っております。 

 工場及び直営店舗４店舗については、

平成17年７月１日の持株会社への移行

後、ロイヤルホールディングス㈱が所有

し子会社へ賃貸することとなった固定資

産のうち、将来の賃貸料収入で投資額の

回収が見込めなくなったものであり、回

収可能価額まで帳簿価額を減額しており

ます。なお、回収可能価額は、正味売却

価額により測定しており、不動産鑑定士

の評価額を基礎としております。 

 直営店舗９店舗については、不採算が

続き、収益性の見込みもないことによ

り、零円まで減額し、当該減少額を減損

損失として計上しております。 

用途 種類 金額 場所 

工場 土地 308百万円 
千葉県
船橋市 

直営店舗 
13店舗 

土地 710百万円 
長野県
松本市
他 

建物 125百万円 

その他 52百万円 

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,039百万円

無形固定資産 37 

有形固定資産 275百万円

無形固定資産 35 

有形固定資産 1,314百万円

無形固定資産 77 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,386株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少224株は、単元未

満株式の買増請求による売渡であります。 

  

（リース取引関係） 

  
前事業年度末 
株式数 
（株） 

当中間会計期間 
増加株式数 
（株） 

当中間会計期間 
減少株式数 
（株） 

当中間会計期間末 
株式数 
（株） 

普通株式     （注） 1,475,095 1,386 224 1,476,257 

合計 1,475,095 1,386 224 1,476,257 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

    車両運搬

具 

(百万円) 

  工具器具

及び備品 

(百万円) 

  ソフト

ウェア 

(百万円) 

  
合計 

(百万円) 

取得価額相

当額 

  
4  566  105  675

減価償却累

計額相当額 

  
2  229  35  268

減損損失累

計額相当額 

  
－  －  －  －

中間期末残

高相当額 

  
1  336  69  407

    車両運搬

具 

(百万円)

 工具器具

及び備品

(百万円)

 ソフト

ウェア 

(百万円)

 
合計 

(百万円)

取得価額相

当額 

  
4 98 34 137

減価償却累

計額相当額 

  
3 36 16 56

減損損失累

計額相当額 

  
－ － － －

中間期末残

高相当額 

  
0 62 17 80

   車両運搬

具 

(百万円) 

  工具器具

及び備品 

(百万円) 

  ソフト

ウェア 

(百万円) 

  
合計 

(百万円)

取得価額相

当額 

 
0  156  44  201

減価償却累

計額相当額

 
0  82  23  105

減損損失累

計額相当額

 
―  ―  ―  ―

期末残高相

当額 

 
0  74  21  95

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 111百万円

１年超 306 

計 418百万円

１年以内 26百万円

１年超 57 

計 83百万円

１年以内 28百万円

１年超 70 

計 98百万円

リース資産減損勘定の残高 

－百万円 

リース資産減損勘定の残高 

－百万円 

リース資産減損勘定の残高 

－百万円 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 62百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 
－ 

減価償却費相当額 59 

支払利息相当額 5 

減損損失 － 

支払リース料 15百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 
－ 

減価償却費相当額 14 

支払利息相当額 0 

減損損失 － 

支払リース料 84百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 
― 

減価償却費相当額 80 

支払利息相当額 6 

減損損失 ― 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。 

・利息相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益又は中間（当期）純損失（△）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

区分 

前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度末 
（平成17年12月31日） 

中間 
貸借対照表 
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円）

中間 
貸借対照表
計上額 

（百万円）

時価 
（百万円）

差額 
（百万円）

貸借対照表 
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円）

子会社株式 ― ― ― 1,426 1,536 110 ― ― ― 

関連会社株式 ― ― ― ― ― ― 892 1,211 319 

計 ― ― ― 1,426 1,536 110 892 1,211 319 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 1,135円80銭 1,132円79銭 1,150円97銭 

１株当たり中間純利益又は

中間（当期）純損失（△） 
△33円46銭 9円42銭 △33円20銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

中間純利益又は

中間（当期）純

損失（△） 

（百万円） △1,368 385 △1,357 

普通株主に帰属

しない金額 
（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る

中間純利益又は

中間（当期）純

損失（△） 

（百万円） △1,368 385 △1,357 

普通株式の期中

平均株式数 
（千株） 40,888 40,860 40,878 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 当社は、平成17年３月25日開催の

当社株主総会の決議に基づき、平成

17年７月１日に当社の「高速道路サ

ービスエリア等における飲食店の経

営」を除く事業を分割し、ロイヤル

株式会社、ロイヤル北海道株式会

社、ロイヤル九州株式会社、ロイヤ

ル空港レストラン株式会社、ロイヤ

ルカジュアルダイニング株式会社及

びロイヤルマネジメント株式会社に

承継させるとともに、自らは持株会

社に移行して、社名をロイヤル株式

会社からロイヤルホールディングス

株式会社に変更いたしました。 

 なお、会社分割を必要とする理由

及び承継させた資産、負債の概算額

は次のとおりであります。 

（会社分割（新設分割）を必要とす

る理由） 

 当社グループでは、平成13年度よ

り推進しております経営構造改革の

一環として、社会構造の変革に柔軟

に対応できる組織を検討しておりま

したが、変化が激しい経営・市場環

境に対応し、コア事業の競争力を強

化するとともにＭ＆Ａ等をも機動的

に行うには持株会社制への移行が最

適と判断いたしました。 

 持株会社の下でグループ全体の企

業価値の向上を一層追求し、それぞ

れの事業会社が迅速な経営判断を行

うことを目的に、中核事業会社とし

てロイヤル株式会社を設立し、主要

な事業部門について承継させるとと

もに、その他、事業内容の地域特

性、機能特性が評価される事業につ

いてはロイヤル北海道株式会社、ロ

イヤル九州株式会社、ロイヤル空港

レストラン株式会社、ロイヤルカジ

ュアルダイニング株式会社にそれぞ

れの事業を承継させることといたし

ました。 

 さらに、上記分社に加え、当社グ

ループ共通のバックオフィス機能を

集約した共通機能会社としてロイヤ

ルマネジメント株式会社の分社も併

せて実施いたしました。 

 当社は、平成18年８月23日開催の

取締役会において、経営環境の変化

に対応した機動的な資本政策を遂行

する目的で、会社法第165条第３項の

規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式

を取得することを決議し、東京証券

取引所のToSTNeT-2（終値取引）にお

ける買付の委託による方法により、

以下のとおり自己株式を取得いたし

ました。 

（1）取得日：平成18年８月30日 

 取得株式総数      226,000株 

 取得価額総額  389,624,000円 

（2）取得日：平成18年９月12日 

 取得株式総数       952,000株 

 取得価額総額 1,628,872,000円 

―――――― 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（承継させた資産、負債の項目及び

金額） 

   

ロイヤル株式会社    

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

  百万円   百万円 

流動資産 1,458 流動負債 1,371 

固定資産 6,113 固定負債 1,400 

合計 7,571 合計 2,771 

   

ロイヤル北海道株式会社    

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

  百万円   百万円 

流動資産 44 流動負債 42 

固定資産 297 固定負債 80 

合計 342 合計 122 

   

ロイヤル九州株式会社    

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

  百万円   百万円 

流動資産 120 流動負債 147 

固定資産 807 固定負債 180 

合計 927 合計 327 

   

ロイヤル空港レストラン株式会社    

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

  百万円   百万円 

流動資産 74 流動負債 70 

固定資産 695 固定負債 200 

合計 770 合計 270 

   

ロイヤルカジュアルダイニング株式会社    

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

  百万円   百万円 

流動資産 22 流動負債 66 

固定資産 304 固定負債 50 

合計 326 合計 116 

   

ロイヤルマネジメント株式会社    

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

  百万円   百万円 

流動資産 65 流動負債 － 

固定資産 34 固定負債 － 

合計 100 合計 － 

   



（2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第57期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月28日関東財務局長に提出 

（2）有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年８月22日関東財務局長に提出 

事業年度（第57期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

（3）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年８月23日 至 平成18年８月31日）平成18年９月11日福岡財務支局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成１７年９月１５日

ロイヤルホールディングス株式会社   

取  締  役  会   御  中   

 監 査 法 人 ト ー マ ツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鳥  巣  宣  明  ㊞

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 柴  田  良  智  ㊞

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているロ

イヤルホールディングス株式会社（旧ロイヤル株式会社）の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連

結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すな

わち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ロイヤルホールディングス株式会社及び連結子会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 「セグメント情報」の【事業の種類別セグメント情報】の（事業区分方法の変更）に記載されているとおり、事業区

分について変更がなされている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成１８年９月１５日

ロイヤルホールディングス株式会社   

取  締  役  会   御  中   

 監 査 法 人 ト ー マ ツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鳥  巣  宣  明  ㊞

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 柴  田  良  智  ㊞

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 野  澤     啓  ㊞

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているロ

イヤルホールディングス株式会社の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を

行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ロイヤルホールディングス株式会社及び連結子会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」（株主優待費用引当金）に記載されているとおり、

会社は株主優待券にかかる会計処理を利用時に費用処理する方法から将来利用されると見込まれる株主優待券に対する

所要額を株主優待費用引当金として計上する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成１７年９月１５日

ロイヤルホールディングス株式会社   

取  締  役  会   御  中   

 監 査 法 人 ト ー マ ツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鳥  巣  宣  明  ㊞

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 柴  田  良  智  ㊞

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているロ

イヤルホールディングス株式会社（旧ロイヤル株式会社）の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第

５７期事業年度の中間会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ロイヤルホールディングス株式会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

追記情報 

 「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成１７年７月１日付けで会社分割により新設会社に重要な資

産・負債の一部を承継している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成１８年９月１５日

ロイヤルホールディングス株式会社   

取  締  役  会   御  中   

 監 査 法 人 ト ー マ ツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鳥  巣  宣  明  ㊞

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 柴  田  良  智  ㊞

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 野  澤     啓  ㊞

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているロ

イヤルホールディングス株式会社の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第５８期事業年度の中間会

計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ロイヤルホールディングス株式会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

追記情報 

 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」（株主優待費用引当金）に記載されているとおり、会社

は株主優待券にかかる会計処理を利用時に費用処理する方法から将来利用されると見込まれる株主優待券に対する所要

額を株主優待費用引当金として計上する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（2）新株予約権等の状況
	（3）発行済株式総数、資本金等の状況
	（4）大株主の状況
	（5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	（1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	（1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	（2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/62
	pageform2: 2/62
	form1: EDINET提出書類  2006/09/19 提出
	form2: ロイヤルホールディングス株式会社(941040)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/62
	pageform4: 4/62
	pageform5: 5/62
	pageform6: 6/62
	pageform7: 7/62
	pageform8: 8/62
	pageform9: 9/62
	pageform10: 10/62
	pageform11: 11/62
	pageform12: 12/62
	pageform13: 13/62
	pageform14: 14/62
	pageform15: 15/62
	pageform16: 16/62
	pageform17: 17/62
	pageform18: 18/62
	pageform19: 19/62
	pageform20: 20/62
	pageform21: 21/62
	pageform22: 22/62
	pageform23: 23/62
	pageform24: 24/62
	pageform25: 25/62
	pageform26: 26/62
	pageform27: 27/62
	pageform28: 28/62
	pageform29: 29/62
	pageform30: 30/62
	pageform31: 31/62
	pageform32: 32/62
	pageform33: 33/62
	pageform34: 34/62
	pageform35: 35/62
	pageform36: 36/62
	pageform37: 37/62
	pageform38: 38/62
	pageform39: 39/62
	pageform40: 40/62
	pageform41: 41/62
	pageform42: 42/62
	pageform43: 43/62
	pageform44: 44/62
	pageform45: 45/62
	pageform46: 46/62
	pageform47: 47/62
	pageform48: 48/62
	pageform49: 49/62
	pageform50: 50/62
	pageform51: 51/62
	pageform52: 52/62
	pageform53: 53/62
	pageform54: 54/62
	pageform55: 55/62
	pageform56: 56/62
	pageform57: 57/62
	pageform58: 58/62
	pageform59: 59/62
	pageform60: 60/62
	pageform61: 61/62
	pageform62: 62/62


